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　第2章は中国国有企業の人材育成に関し、歴史
的変遷および人材育成制度がどのようになってい
るかについて論じた。国有企業の現有の管理制度
は歴史的な原因があるため、第1節に国有企業発
展の歴史および現状を概観し、発展の過程を3つ
の段階に分け、各段階の特徴を表した。この部分
には、国有企業の発展による3つ段階がある。第
1段階は1946 ～ 1977年で、国家計画経済下の
国有企業について紹介する。第2段階は1978 ～
1991年における、国家計画経済から市場経済へ
の転換期である。第3段階は1992年から現在に至
るまでの時期で、市場経済下の国有企業の諸制度
を紹介した。第2節は具体的に、国有企業の人材
育成について紹介する。残念ながら、既存の研究
資料は、国有企業に関する研究は技術や生産管理
に集中しており、国有企業の人事制度や人材育成
に関する研究資料が非常に少ない。だから、国有
企業の人事制度の紹介は宝山鉄鋼の事例を中心に
分析する。人材育成の部分は国有企業A社とX社
を中心に分析する。これらの事例により、国有企
業の人事制度と人材育成制度がある程度に解明す
る。最後に、第2章を小括し、国有企業の人事特
徴と人材育成制度の関連性を分析する。
　第3章は実地調査である。調査対象となった国
有企業はP社及びD社である。第1節は国有鉄鋼企
業P社の調査である。最初に企業概要と調査概要
にについて述べ、次に、調査の結果を提示した上
で、国有企業P社の人事制度と人材教育制度につ
いて分析する。最後、国有企業P社の人事特徴や
人材育成の特徴について小括する。第2節は国有
電機生産企業D社に対する調査である。最初に企
業概要と調査概要をまとめる。その後、具体的な
調査内容と結果を紹介し分析する。分析する場合、
D社の特徴とP社を比較し、類似点と相違点を明
らかにした。最後に、調査した両社の共通点と相
違点をまとめる。また、本章の最後には補充調査
がある。この補充調査は国有企業内の徒弟である
女工にインタビューを行って得られた結果をもと
に、師徒制の実態を紹介する。
　第4章は本論文の結論である。つまり日本企業
の人材教育制度を中国国有企業への導入の可能性
について分析する。第1節は具体的な導入の可能
性について論じる。この部分には日本企業の人事
特徴や中国国有企業の人事特徴を比較し、人事制
度の面について導入の可能性を分析する。第2節
は日本企業の人材教育制度を導入する場合、中国
国有企業の制度に対応するハイブリッド方式につ
いて論述である。また、中国国有企業に向ける新
たな人材教育訓練モデルを作成する。具体的には、
教育訓練の計画の作成、教育訓練の実施や教育訓
練の結果評価と対応制度について、具体的な施策
を作成する。
　以上のことから、中国国有企業において、日本
企業の人事教育制度の導入は可能であると結論づ
けた。しかし、日本企業の人事制度と中国国有企
業の人事制度の差異が大きいので、導入した日本
企業の人材育成制度の実施効果はどのように確保
するか。さらに、中国国有企業の人事制度の改革
の方向性はどのようになっているのか、といった
課題が残る。これは今後の研究課題と考えている。
